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«調査要領等»
１．調 査 時 点 令和６年５月１ ５日

２．調査の対象期間
（１）判断項目

２）計数 「資 目

令和６年４ ～ ６月 （ 1, ｌlは６月来） は現状判断

令和６年７～９月 （又は９月末）、

令和６年１ ０～ ｌ ２月 （又はｌ ２月末）は見通し判断

令和６年度は実績見込み

３．調査対象の範囲及び選定方法
⊠玉県に所在する資本金、出資金又は基金（以下、資本金という。） １千 Iｌl円

以上※の法人で法人企業続計四平期別調査の対象法人などから 一定の方法により

選定。なお、資本金３ ０値円以上の法人については全数を選定。

※「電気・ガス・水道業」及び「金融業、保険業」は資本金１億円以上の法人

から選定。

４．調査の方法 調査票による郵送またはオンライン調査（自計記人による）

５ ．集計の方法 法人企業統計の業種分類による単純集計

«蘭査対象法人・回収率»
規 模 別 業 種 別

合 計
大企業 中 IIE．企業 中小企業 製造業 非製造業

対象法人数 ７３ ９１ ２５９ １６４ ２５９ ４２３

回答法人数 ６３ ７２ １７４ １２７ １８２ ３０９

ウェイト（％） ２０．４ ２３．３ ５６．３ ４１．１ ５８．９ 1０００

同収率（ ％ ） ８６．３ ７９．ｌ ６７．２ ７７．４ ７０．３ ７３．０

中堅企集：資本金１修円以１；１0償円来満

中小企業：資本金１手力円以 11．１償円来満

２．表中のウ⊠イドは．小数点以下第２位を四111111入しているため．合計しでも１００％にならない場合がある

（参考）

ＢＳ Ｉ （ビジネス・サーベイ・インデックス）の読み方

（例） 「企業の景況」の場合

前期と比、て

「上昇」と回答した法人の構成比・ ・ ・Ｍ
「不変」 と回答した法人の構成比・ ・ ・ ２５．０％

「Ｆ降」 と回答した法人の構成比・ ・ ・Ｍ
「不明」と回答した法人の構成比・ ・ ・ ５．０％

ＢＳ Ｉ＝ （ 「上昇」と回答した法人の構成比・ ・ ・ ４０．０％）
－ （ 「下降」と回答した法人の構成比・ ・ ・ 3０．０％） ＝１０．０％ポイント

ー１－



概 況

（ １ ）企集の最況

現状判断は、「下降」超幅が拡大

（２）売上高（除く「電気・ガス・水ii業」、「金融業、保険業」）

６年度は、 増収見込み

（３）経常利益（除く「電気・ガス・水道集」、「金融集、保険集」）

６年度は、増益見込み

（４）設備投資（除く土地購入額、含むソフトウ:!:ア投資額）

６年度は、 增加見込み

（５）震用

現状判断は、 「不足気味」超幅が縮小

（６）国内の景況

現状判断は、 「下降」超に転じる

（７）設備判断

現状判断は、 「不足」超幅が拡大

※いずれも全規換・全産集ペース

ー２－



１ ． 企業の景況
－ 現状判断は、 「下降」超幅が拡大 －

６年４～６月期の企業の最況判断Ｂ Ｓ I をみると、金規模・全産業ベースで「下降」超幅が

拡大している。

これを規模別にみると、大企業は「下降」超に転じ、中堅企業は「下降」超幅が縮小し、

中小企業は「下降」超幅が拡大している。

また、業種別にみると、製造業、非製造業とも「下降」超幅が拡大している。

先行きについては、大企業は７～９月期に均衡となるものの、１０～１２月期に再び「下降」超

に転じる見通し、中堅企業は７～９月期に「上昇」超に転じる見通し、中小企業は「下降」超

で推移する見通しとなっている．

«表１ »企業の最況判ｆＢＳｌ

６年１ ～ ３月 ６ 年 ４ ～ ６ 月 ６ 年 ７ ～ ９ 月 ６年１０～ ｌ２月

全規嬢 ・全産業 （ ▲４．９） ▲１８．８ （ ▲１．７ ） ▲２．３ （ ７．３） ０．０

大 企 業 （ ｅ．３） ▲７．９ （ ０,０） ０．０ （ ４．７） ▲１．６

中 堅 企 業 （ ▲９．１ ） ▲６．９ （ １０．６ ） ２．８ （ ７．６） ４．２

中 小 企 業 （ ▲７．６） ▲２７．６ （ ▲７．６ ） ▲５．２ （ ８．２） ▲１．１

製 造 業 （ ▲３．９） ▲３３．１ （ ０．０） １．６ （ １０２） ▲ ０８

非 製 造 集 （ ▲５．６ ） ▲８．８ （ ▲３．１ ） ▲４．９ （ ５．０） ０．５

注） （ ）書は前同（６年１～３月期）調査結果．

（〇者） 容与の大きい集種

業種名

製造業

上 昇

下 降
情報通信機械器具製造業

ｌ＿1 動車・同附属品製造業

非製造業

上 昇
宿泊業、飲食サービス業

その他のサービス業

下 降
建設業

卸売業

－ ３－



【国１】規ｍ企業の最況判口r ＢＳｌの推移

ｌ％ポイント）

言：
０

ｊ▲２０
▲４０

▲６０

▲８０

▲１００

２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１１元 ２ ３ ４ ５

【国２】業種別企業の最況判新ＢＳ Ｉの推移

96ポイント）

４０

言 ２０

１▲２：
▲４０

▲６０

▲８０

６

（年度1

２６ ２７ ２８ ⊠ ３０ ３１１元 ２ ３ ４ ５



«表２ »企業の最況判新の決定要因

金規模・全 産業 製 造 業 非 製 造 業

４～’月 ７、９月 １０～１２月 ７、９月 1 ０－ １ , 月 ・ｉ、６ 11 ７、９ 111 １０～１一月

上

ＪI国内需要ｌ売上１ ８７．９ ９２．５ ８８．６ ９２．３ １００．０ １００．０ ８５．０ ８６．４ ８１．８

２１．２ １７．５ １７．１ ３８．５ ２７．８ ３０．８ １０．０ ｇ．１ ｇ．１

３３,３ ３５．０ ４５．７ ３８．５ ２７．８ ５３．８ ３０．０ ４０９ ４０９

１11t 入価港 ３６．４ ２２,５ ２０．０ ３０．８ １６．７ ３０．８ ４０．０ ２７．３ １３．６

２１．２ ２５．０ １４,３ ２３．１ ２７．８ ７．７ ２０．０ ２２,７ １８．２

１２．１ １２．５ ｌ４．３ ０,０ ｌ６．７ ｌ５．４ ２０．０ ９, ｔ １３,６

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

IＳ高 容しート １２．１ ７．５ ０．０ ３０．８ １６．７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

０．０ ２．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ４．５ ０．０

1１１1,その他 ６．１ ２．５ 1 １．４ ７．７ ０．０ ０．０ ５．０ ４．５ １８．２

下

降

９０１ ８１．３ ８２．９ ９４５ ８１．３ ８５．７ ８３．３ ８１．３ ８１．０

１４．３ １４．６ １７．１ ２３．６ ４３．８ ４２．９ ０．０ ０．０ ０．０

２９．７ ２５．０ ２８．６ ３０．９ ２５．０ ２８．６ ２７．８ ２５．０ ２８．６

ａl , ｌｌ入価的 ４９．５ ５０．０ ４８．６ ５０．９ ５０．０ ５０．０ ４７．２ ５０．０ ４７．６

２６．４ ３７．５ ３１,４ ２３．６ ２５．０ １４．３ ３０．６ ４３．８ ４２．９

１３．２ １０．４ １４,３ ｇ．１ １２．５ １４,３ １９．４ ９,４ １４３

１．１ ０．０ ２、９ ０．０ ０．０ ０．０ ２．８ ０．０ ４．８

：－１1１11 替レート ５．５ ４．２ ｌ４．３ ５．５ ０．０ １４．３ ５．６ ６．３ １４．３

０．０ ４．２ ２．９ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ６,３ ４８

ｇ．ｇ １４．６ ８．６ ５．５ １２．５ ７．１ １６．７ ｌ５．６ ９．５

大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

・１、６ 月 １ 0－ １２ 11 ; 、６ lｌ l－９ 1[ｌ

上

１００．０ １００．０ １００．０ ８１．８ ９２．９ ９０．０ ８７．５ ８９．５ ８５．０

Ｓec ４２．９ ６０．０ ｇ．１ １４．３ １０．０ １８．８ １０．５ １０．０

５００ ４２．９ 60０ ４５．５ ２８．６ ４０．０ １８．８ ３ｅ．８ ４５．０

１６．７ １４．３ ２０．０ ５４．５ ３５．７ ３０．０ ３１．３ １５．８ １５．０

１６．７ ２８．６ ２０．０ ２７．３ ２１．４ １０．０ １８．８ ２６．３ １５．０

０．０ ０．０ ０．０ ｇ．１ ０．０ １０．０ １８．８ ２６．３ ２００

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

３３．３ １４．３ ０．０ ｇ．１ ７．１ ０．０ ６．３ ５．３ ０．０

０．０ ０．０ ０．０ ０,０ ７,１ ０,０ ０．０ ０,０ ０,０

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ｔ ０．０ １２．５ ５．３ １５．０

下

降

l 国内新性 1111と１ ８１．８ ７１．４ ６６．７ １ ００．０ ８４．６ ８５．７ ８９．１ ８２．１ ８６．４

11 １11101・需 ９（売Ｌ） ４５．５ ４２．９ ６８．７ １８８ １５．４ ２８．６ ７．８ ７．ｔ ０．０

ｒ３ 康売価格 ２７．３ ４２．９ ５０．０ ５０．０ ３０．８ ２８．６ ２５．０ １７．９ ２２．７

54 ５ ７１．４ ５００ ６２．５ ６９,２ ７１．４ ４５．３ ３５．７ ４０．９

ｕ５ ５７．１ ５００ １８．８ １５．４ ２８．６ ２３．４ ４２．９ ２７．３

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １８．８ １７．９ ２２．７

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １．６ ０．０ ４．５

ｇ．１ ０．０ ０．０ ０．０ ７．７ ２８．６ ６．３ ３．６ １３．６

０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ７．７ ０．０ ０．０ ３．６ ４．５

ｇ．１ ０．０ ０．０ ０．０ ７．７ ０．０ １２．５ ２１．４ １３．６

（注） 1． ’金融業、保険業１は調査対象外．
２． １０項目中３項目以内,’）複数回答による回答社数構成比．

－５－



２ ．企業収益・設備投資

（ １ ）企集収益（除く 「電気・ガス・水道集」、 「金融集、保険集」）－ ６年度は、增収増益見込み －
６年度の「売上高」は、金規模ベースで前年比８．６％の增収見込み、 「経常利益」は、同

７． ９％の增益見込みとなっている,

「売ｌー高」を規模別にみると、大企業は同９．６％、中堅企業は同０．６％の増収見込み、中小

企業は同０． ０％の減収見込みとなっている, 業種別にみると、製造業は同１２． ５％、 非製造業

は同６． ８％の増収見込みとなっている,

「経常利益」を規模別にみると、大企業は同９．４％の増益見込み、中堅企業は同２． ８％、中

小企業は同７． ０％の減益見込みとなっている． 業種別にみると、 製造業は同２８． ４％の増益見
込み、 非製造業は同０． １％の減益見込みとなっている。

（ ２ ）設備投資（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）

－ ６年度は、增加見込み一

６年度の「設備投資」は、全規模・全産業ベースで前年比１８． ０％の増加見込みとなってい

る。

これを規模別にみると、大企業は同１９．９％、中小企業は同：ｉ４． ５％の増カロ見込み、中堅企業

は同７． ３％の減少見込みとなっている,業構別にみると、製造業は同２２． ５％、非製造業は同

１ ６． ４％の増加見込みとなっている。

«表３ »企集収益・般備投資（ ６年度 （前年 率： ％1

売 上 高 経 常 利 益 設 備 投 資
（受取配当金を除く）

全規使・全産業 ８．６ （ ７．９ ） ７．９ （ ３．Ｂ） ８．５ （ ９．３ ） １８．０（ １３．８ ）

大 企 業 ９．６ （ ８．９ ） ９．４ （ ３．１ ） １０．２ （ ９．６ ） １９．９ （ １５．８ ）

中里企業 ０．６ （ ３．８ ） ▲２．８ （ ８．１ ） ▲ ０．８ （ ８．４ ） ▲７．３ （ ▲２３．６ ）

’Ｐ小企業 ▲ ０．０（ ２．４ ） ▲７．０（ ６．１ ） ▲７．３ （ ７．２ ） ３４．５ （ ３６．８ ）

製 造 業 １２．５ （ ９．３） ２８．４ （▲１０．９ ） ３８．７ （ ▲６．７ ） ２２．５ （ ８２．４ ）

非製造業 ６．８ （ ７．２ ） ▲０．１ （ ｌ８．９） ２．２ （ ２０．５ ） １６．４ （▲１５．５ ）

（注） １． （ ）書は前回（６年１～３月期）調査結果．
２． １, 業種の集計結果については、１２ページを参照
３． 「金融業、保険業」の売上高は調査対象外,

－ ６－



３． 雇 用
一現状判断は、 「不足気味」超幅が結小一

６年６月末時点の従業員数判断Ｂ Ｓ Ｉをみると、全規模・全産業ベースで「不足気味」超幅が

結小している。

これを規模別にみると、大企業、中曜企業、中小企業いずれも 「不足気味」超幅が縮小して

いる。

また、業種別にみると、製造業、非製造業とも「不足気味」超幅が縮小している,

先行きについては、大企業、中堅企業．中小企業いずれも「不足気味」超で推移する見通し
となっている

«表４ »從業ａ数判ｌfｌＢ Ｓ！

６年３月 末 ６ 年 ６ 月 末 ６ 年 ９ 月 末 ６年ｌ２月末

全規模・全産業 （ ３５．２） ３２．９ （ ２８．６ ） ２９．６ （ ２５．１ ） ２９．６

大 企 業 （ ３１．３） ３０．２ （ ２３．４） ２８．ｅ （ １８．８） ２７．０

中 里 企 業 （ ３９．４） ３８．９ （ ３1．８） ３６．１ （ ２８．８ ） ３８．９

中 小 企 業 （ ３５．０） ３１．４ （ ２９．３ ） ２７．３ （ ２６．１ ） ２６．７

製 造 業 （ ２６．８ ） ２３．６ （ １８．１ ） １９．７ （ I Ｓ．７） １９．７

非 製 造 業 （ ４１．９） ３９．４ （ ３６．９ ） ３６．７ （ ３２．５） ３６．７

（注） （ ）書は前同（ IＳ年１～３月期）調査結果．

【国３】規捜別従業ｉ数判新Ｂ Ｓ Ｉの推移

【図４】集種別從集ｉ数判新Ｂ Ｓ I の推移



４ ． 国内の景況
一現状判断は、 「下降」超に転じる一

６年４、６月期の国内の景況判断Ｂ Ｓ Ｉをみると、全規模・全産業ベースで「下降１超に転じて
いる,

これを規模別にみると、大企業は「上昇ｊ超幅が結小し、中堅企業は「上昇．ｌ超幅が拡大し、

中小企業は「ド降」超幅が拡大している,

また、業報別にみると、製造業は「下降」超に転じ、非製造業は「下降」超幅が結小してい

る。

先行きについ一１：は、大企業、中⊠企業はIｏ～ｌ２月期に「下降．ｌ超に転じる見通し、中小企業

は 「下降」 超で推移－３一る見通しとなっている．

«表５ »国内の量況判新Ｂ Ｓ I

6 年１ － ３月 ６ 年 ４ ～ ６ 月 6 年 ７ 、 ９ 月 ６年 1０～ １２月

（ ０．８） ▲６．８ （ ▲ 1 ．２ ） ▲６．０ （ ５．３） ▲７．６

大 企 業 （ １０．０） １．７ （ １．７） １．７ （ ８．３） ▲１．７

中 堅 企 業 （ ３．６） ８．９ （ ３．６ ） ５．４ （ ７．３ ） ▲３．６

中 小 企 表 （ ▲４．６） ▲１６．９ （ ▲４．６ ） ▲１４．０ （ ３．１ ） ▲１１．８

製 造 業 （ ６．４） ▲１５．５ （ ０．９ ） ４．１ （ ７．３） ▲５．２

非 製 造 業 （ ▲３．７ １ ▲１．３ （ ▲３．０） ▲１２．３ （ ３．７） ▲９．１

（注） （ ）書は前同（６年１～３月期）調査結果

【国５】規種別国内の量況判新Ｂ Ｓ Ｉの推移

【国６】集種別国内の量況判新ＢＳ I の推移
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５ ． 設備判断
一現状判断は、 「不足」超幅が拡大一

６年６月来時点の設備判断Ｂ Ｓ I をみると、金規模・全産業ベースで「不足」超幅が拡大してい

る .
これを規模別にみると、大企業は「不足」超幅が縮小し、中堅企業は「不是」超幅が拡大し、

中小企業は 「不足」超に転じている,

また、業種別にみると、製造業は「イ、足Ｊ超に転じ、非製造業は「イ、足」超幅が拡大してい

る．

先行きについては、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足」超で推移する見通しとな
っている,

«表６ »設償判断Ｂ Ｓ I

6 年３月 末 ６ 年 6 月 末 ６ 年 ９ 月 末 ６年ｌ２月末

全規磁 ・全産表 （ ０．８） ７．３ （ ２．５） ９．３ （ ３．３） １０．２

大 企 業 （ １１．７） ８．６ （ ８．３） １０．３ （ ５．０） １２．１

中 堅 企 業 （ １．８） ５．５ （ ０．０） ７．３ （ １．８） ５．５

中 小 企 業 （ ▲４．８） ７．５ （ ０．８） ９．８ （ ３．２） １１．３

製 造 業 （ ▲１．９） １．０ （ ０．９） ４．２ （ １．９） ５.2

非 製 造 業 （ ３．０） １１．３ （ ３．８） １２．７ （ ４．５） １３．３

（注） （ ）書は前同（６年１～３月期）調査結果．

【国７】規捜別設備判fiＢＳ Ｉの推移

【図８】集種別般備判新ＢＳ Ｉの推移
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６ ． 設備投資のスタンス
今年度における「設備投資のスタンス」を全規模・全産業ベースでみると、回答の多い順

に「維持更新」、 「生産（販売）能力の拡大」、 「製（商）品・サービスの質的向上」とな
っている。

これを規模別にみると、大企業、中堅企業は「維持更新」、中小企業は「生産（販売） 確

力の拡大」 をあげる企業が最も多い。

また、業種別にみると、製造業は「維持更新」、非製造業は「生産（販売）能力の拡大」

をあげる企業が最も多い。

«表７ »設ｎ投資のスタンス（ １社３項目以内の複数回答）

ａ ＿ －
５０．７ ４９．８ ３１．７ ４４．５ １４．１ １．８ １３．２ １ ５．９ ５１．ｌ ０．４

４０．４ ４０．４ ３６．８ ５６．１ １２．３ ３．５ １９．３ １２．３ ５９．６ ０．０
４６．３ ５０．０ ３７．０ “．４ １６．７ ０．０ ９．３ １１．１ ５５．６ １．ｇ

中小企集 ５７．８ ５４．３ ２６．７ ３８．８ １３．８ １．７ １２．１ １９．８ ４４．８ ０．０
製造表 ５１．１ ５１．１ １５．９ ４７．７ １７．０ ２．３ ２３．９ １４．８ ５３．４ １．１

５０４ ４８．９ ４１．７ ４２．４ １２．２ １．４ ６．５ １６．５ ４９．６ ０．０

【図９】設備投資のスタンスの推移
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７ ． 資金調達方法 （除く 「金融業、 保険業」 ）
今年度における「資金調達方法」を全規模・全産業ベースでみると、回答の多い順に「民間

金融機関」、 「内部資金」、 「公的機関」となっている。

これを規模別にみると、大企業は「内部資金」、中堅企業,中小企業は「民間金融機関」を

あげる企業が最も多い。

また、業種別にみると、製造業は 「内部資金」、非製造業は「民間金融機関」をあげる企業

が最も多い。

«表８ »資金ｌl達方法（ １社３項目以内の複数回答） （回答社数構成比：％1
ｔi ｌ l・ｌ・一

７５．９ ３４．６ ３．９ ２．６ １７．５ １３．６ 1 １．４ ７．０ ６６．７ ５．７
大金業 ６９．ｅ １ ５．２ ４．３ ６．５ １ ９．６ １３．０ ６．５ ８．７ ７３．９ ４．３

７２．２ ２５．９ ３．７ １．ｇ １６．７ １ ３．０ １１．１ ７．４ ６４．８ ｌ３．０

中小企業 ７９．７ ４５．３ ３．９ １．６ １７．２ １４．１ １３．３ ６．３ ６４．８ ３．１
７６．１ ３２．６ １．１ ３．３ １３．０ ７．６ ９．８ ６．５ ７７．２ ７．６
７５．７ ３６．０ ５．９ ２．２ ２０．６ １７．６ １２．５ ７．４ ５９．６ ４．４

【図１ ｏ】資金ｌl違方法の推移
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＜参考資料＞企業収益の全業種集計

«表９ »企業収益（全業種、 ６年度）

売上高：含む 「◆気・ガス・水道集」、除く「金融集、保険集」

経常利益１合む「ｔ気・ガス・水遭業」、 「金Ｍ集．保fia」

売 上 高 経 常 利 益
（受取配当金を除く）

８．６ （ ７．９ ） ４．３ （ １．２ ） ５．４ （ ５．１ ）

大 企 業 ９．ｅ（ ８．９ ） ５．１ （ ０．６ ） ６．３ （ ４．７ ）

中 堅 企 業 ０．６ （ ３．６ ） ▲２．８ （ ８．１ ） ▲ ０．８ （ ８．４ ）

中 小 企 装 ▲ ０．０（ ２．４ ） ▲７．０（ ６．１ ） ▲７．３ （ ７．２ ）

製 進 業 １２．５ （ ９．３） ２８．４ （ ▲１０．９ ） ３８．７ （ ▲６．７ ）

非 製 造 業 ６．８ （ ７．１ ） ▲２．１ （ ５．７ ） ０．７ （ ８．１ ）

ｌ注） １． （ ）書は前回ｌ l5年１～：fiFi 期 ) 調査結果．＿． 「金融業、保険業」の売上高は調査対象外 .
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